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第５款 株式会社の監査
(株式会社の監査機関)
L. 225218条 ① 各株式会社において, 監査は１人または２人以上の会計
監査役により遂行される｡
(1966年７月24日法律第66537号第218条第１項)
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第５款 株式会社の監査 (L. 225218条L. 225242条) (以下, 本号)
第６款 株式会社の組織変更 (L. 225243条L. 2252451 条)
第７款 株式会社の解散 (L. 225246条L. 225248条)
第８款 民事責任 (L. 225249条L. 225257条)
第９款 労働者参加株式会社 (L. 225258条L. 225270条)
第６節 株式合資会社 (L. 2261 条L. 22614条)
第７節 簡易株式発行会社 (L. 2271 条L. 22720条)
【翻 訳】
L. 225219条ないし L. 225221条 2003年８月１日法律第2003706号第112
条により廃止された｡




L. 225223条 本条は, 2003年８月１日法律第2003706号第112条により廃
止された｡
(欠格事由)
L. 225224条 (2003年８月１日法律第2003706号第112条により削除) 次
の者は, 株式会社の会計監査役となることができない：



























346(1060) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(１) 商法典 L. 82210条に移動｡




















除) 会計監査役の正規の任命を欠いてなされた決議, または (2003年８月
１日法律第2003706号第116条)《第8221 条》および L. 225224条 [削除] の
規定に違反して選任されもしくは在任する会計監査役の報告書にもとづいてな





法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 347(1061)
(選任機関・員数)









































348(1062) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(２) examen contradictoire
(３) norme d’exercice professionnel
(1966年７月24日法律第66537号第223条)
L. 225229条 本条は, 2005年９月８日オルドナンス第20052116号第20Ⅲ
条により廃止された｡
(株主団体による株式の行使)
L. 225230条 (2005年９月８日オルドナンス第20052116号第20Ⅰ条) L.





L. 225231条 ① (2001年５月15日法律第2001420号) L. 225120条所定
の要件を満たす株主団体, および, 個別にまたは何らかの形式のもとに集まる
ことにより会社資本の５％以上を有する１人または２人以上の株主は, 会社,
















法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 349(1063)
(４) diligence
(５) association
④ 当該請求権が行使されるときは, 裁判による決定は, 鑑定人の任務および
権限の範囲を定める｡ 当該決定は, 会社の負担による謝礼金を定めることがで
きる｡

















③ 鑑定報告書は, 書記課に付託される｡ 書記官は, その報知を確実に行う｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第163条)
(書面による質問)

















350(1064) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(６) 旧規定は, 10分の１であった｡
(書面による回答)







L. 8237 条所定の株式は, L. 225120条所定の要件を満たす株主団体により行
使されることができる｡
L. 225234条 本条は, 2005年９月８日オルドナンス第20051126号第20Ⅲ
条により廃止された｡
(計算書類の監査)

















法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 351(1065)
(７) image 
社の会計監査役に対し, 職業上の秘密保持義務を免除される｡
《③ 会計監査役は, 業務執行への介入を一切除き, 会社の有価証券および会
計帳簿を検査し, 会社の帳簿の現行規定への遵守を監査することを常時的任務
として有する｡ 会計監査役は, 財務状態および年次計算書類に関して, 取締役
会または場合により業務執行役会の営業報告書および株主への送付文書におい
て付与される情報の真実性および年次計算書類との一致も検査する｡ (2005年









項所定の報告書に加えられた報告書において, 場合により L. 22537条または
L. 22568条所定の報告書についての所見を述べる｡》(2008年７月３日法律
2008649号第29条)《当該所見は, L. 22537条および L. 22568条に必要な他の
情報の作成の証拠となる｡》
L. 225236条ないし L. 225240条 2005年９月８日オルドナンス第20052116
号第20Ⅲ条により廃止された｡
(民事責任)
L. 225241条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20052116号第20Ⅲ条
により削除) 会計監査役は, その職務の遂行上自己のなした過誤および懈怠に
よる損害の結果について, 会社および第三者に対して責任を負う｡ ただし, 会









































法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 353(1067)
(1967年３月23日デクレ第67236号第196条)
(各種の会社形態への組織変更)
L. 225245条 ① 合名会社の組織変更は, 社員全員の同意を要する｡ この









L. 2252451 条 ① 株式会社からヨーロッパ会社への組織変更の場合には,
L. 225244条第１項は適用することができない｡










④ ヨーロッパ会社への組織変更は, L. 22596条および L. 22599条所定の規
定に従って決定される｡
(組織変更計画)










354(1068) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)













































② 解散が宣告されないときは, 会社は, 遅くとも損失の確認が行われた会計




























356(1070) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(公示)
R. 225166条 ① 計算書類上確認された損失により会社の自己資本が会社資
本の２分の１未満になったときは, L. 225248条第１項所定の総会の決議は, 会
社住所地の商事裁判所書記課に付託されかつ商業及び会社登記簿に登録される｡

























法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 357(1071)
(1966年７月24日法律第66537号第244条)
(株主が被った損害の回復の他株主への委任)

















L. 225252条 株主は, 個人的に被った損害の回復請求訴権に加えて, 個別








R. 225169条 ① 株主が会社資本の20分の１以上を有するときは, 当該株主












358(1072) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
て委託することができる｡



















L. 225253条 ① 会社訴権の行使を総会に対する事前通知もしくは総会の
授権に従わせる効果を有し, または当該訴権の行使の放棄をあらかじめ定めて
いる定款条項は, すべて記載がないものとみなされる｡
























L. 225256条 ① 会社が L. 22557条ないし L. 22593条の規定に服する場

























360(1074) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(９) 第２章～第４章
(10) 第２章～第４章





第225258条 ① すべての株式会社の定款において, 当該株式会社が《労
働者参加》であることを定めることができる｡
② 定款に当該条項を含まない会社は, L. 22596条に従って手続をして, 労
働者参加会社に組織変更することができる｡



















法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 361(1075)
(11) anonymes participation 	

労働者参加株式会社については, 大森忠夫 『仏蘭西商法 (1)』 (有斐閣, 1957年) 230頁
を参照｡
(12) actions de travail
(13) coupures d’actions de capital
(労働株式)









を, 必ずかつ排他的に包含する｡ 有給雇用の消失は, 補償金なしに労働共同組
合におけるすべての権利を組合員から奪う｡ 最終会計年度中に清算開始前に利
害関係人により企業内で取得された権利の清算は, 当該会計年度中に当該利害







て, 当該ブルーカラーおよびホワイトカラーに分配される｡ ただし, 株式会社
の定款は, 利益配当のあらゆる分配前に, 資本株式の保有者のために, 払込済
資本に対して定款が定める利率に応じた額に相当する額を利益から控除するこ
とを規定しなければならない｡






















第225263条 ① 労働共同組合会社の組合員は, 当該組合員により選任さ
れた受任者により, 共同組合の総会を兼ねた株式会社の総会において代表され
る｡












第225264条 ① 各組合員は, 労働共同組合の総会において, １個の議決
権を有する｡












法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 363(1077)
(定足数・多数)













L. 225266条 裁判上の行為を行う場合, 直近の総会において選任された受
任者が, 組合員を代理するため受任者の中から１人または２人以上を指名する｡
いかなる選任もまだなされていない場合, または, いかなる選任受任者も労働


















































法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 365(1079)
(解散)





















れることができる｡ L. 225206条の規定にかかわらず, 株式会社は, 組合員お



















































法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 367(1081)
(17) organismes de placement collectif en valeurs 	










② 当該鑑定人は, L. 8221 条所定の表に記載された会計監査役の中から選ばれ
る｡
③ 当該鑑定人は, L. 8206 条および L. 82210条ないし L. 82214条ならびに職
業倫理法典に定められた兼任禁止に服する｡
(1994年９月14日デクレ第94815号第１条)



















R. 2261 条 R. 22515条ないし R. 22560条を除き, 本編により制定された法











368(1082) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(1967年３月23日デクレ第67236号第202条)
(業務執行者の選任・解任)
L. 2262 条 ① １人または２人以上の原初業務執行者は, 定款において指
名される｡ 当該業務執行者は, L. 2252 条ないし L. 22516条により株式会社
の発起人に課されている設立手続を履行する｡
② 会社の存続中において, 定款の反対の定めのないときは, １人または２人
以上の業務執行者は, 無限責任社員全員の同意を要件に, 通常総会により選任
される｡
③ 業務執行者は, 社員であるか否かを問わず, 定款所定の要件のもとに解任
される｡





L. 2263 条 ① 定款は, 明示の規定のないときは, 業務執行者の職務の執
行に関し, 年齢制限を規定しなければならず, 明文の規定のない場合は, 年齢
制限が65歳と定められているものとする｡
② 前項所定の規定に違反してなされた任命は, すべて無効である｡




L. 2264 条 ① 通常総会は, 定款所定の要件のもとに, ３名以上の株主か
ら構成される業務監査役会を選任する｡












L. 22641 条 ① (2011年１月27日法律第2011103号第 4Ⅱ条｡ 2017年
１月１日施行) その株式が規制市場上での取引を認められている会社であって,










を有しない任命は, すべて無効である｡ 当該無効は, 不正規に任命された業務
監査役会構成員が参加して決議の無効をもたらさない｡
(業務監査役会構成員の年齢制限)






















L. 22651 条 (2013年６月14日法律第2013504号第 9Ⅲ条) ① L. 225
792 条Ⅰ所定の基準を満たす会社においては, 従業員は, L. 225792 条およ
び L. 22580条所定の要件のもとに, 業務監査役会の内部において代表する｡
② 従業員を代表する業務監査役会構成員を選任する要件を決定するために必
要な定款変更は, 本節所定の法規に従って採択される｡ 有限責任社員または無







L. 2266 条 通常総会は, １人または２人以上の会計監査役を選任する｡
(1966年７月24日法律第66537号第254条)
(業務執行者の権限)




















L. 2268 条 定款所定のもの以外の報酬は, すべて通常総会によってのみ業




L. 2269 条 ① 業務監査役会は, 会社の業務執行に対する常時的監査を担
当する｡ この目的のため, 業務監査役会は, 会計監査役と同一の権限を有する｡
② 業務監査役会は, 年次通常総会に対して報告書を作成し, その報告書にお
いて, 当該会計年度の年次計算書類および場合により連結計算書類において発
見されたとくに不正規性および不正確性を指摘する｡





L. 22691 条 (20001年１月27日法律第2011103号第 8Ⅲ条) 業務監査役










372(1086) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
う｡ 労働法典 L. 232357条所定の企業における女性と男性の雇用および職業教
育の一般要件についての比較状況に関する報告書を作成すべき会社において,
および, 同法典 L. 11431 条の対象となる女性と男性間の職業上の平等に関す
る計画を実行する会社においては, 業務監査役会はこれらの根拠を決議する｡
(利益相反取引)
L. 22610条 ① L. 22538条ないし L. 22543条の規定は, 会社と業務執行












③ L. 22538条第１項所定の授権は, 業務監査役会により付与される｡
(1966年７月24日法律第66537号第258条)
(業務監査役会長による報告書の作成)




R. 2262 条 ① R. 22530条および R. 22531条の規定は, L. 22610条所定の
契約に適用される｡
② R. 22530条第１項所定の通知書は, 業務監査役会長により付与される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第2031 条)
[参照条文] R. 22530条および R. 22531条 (L. 22540条の参照条文)




は, L. 225102条・L. 2251021 条および L. 23326条所定の報告書に添付され
かつ L. 22568条第７項ないし第９項所定の情報を含む報告書を作成する｡
② 《当該報告書は, 業務監査役会により承認され, 公表される｡》










L. 22612条 ① L. 225109条および L. 225249条の規定は, 業務執行者お
よび業務監査役会構成員に適用される｡




L. 22613条 ① 業務監査役会構成員は, 業務執行行為およびその行為の
結果を理由としてはいかなる責任も課されない｡











R. 2263 条 R. 225110条ないし R. 225112条の規定は, 業務執行者および業
務監査役会構成員に適用される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第2032 条)
374(1088) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)











L. 2271 条 ① 簡易株式発行会社は, その出資を限度としてのみ損失を負
担する１人または２人以上の者により設立されることができる｡
② 当該会社が唯一の者からのみ構成されるときは, その者は“一人社員”と
称される｡ 一人社員は, 本節が合議による決定について規定するとき, 社員全
員に帰属している権限を行使する｡
③ 本節所定の特別規定と抵触しない範囲内において, (2008年８月４日法律
第2008776号第59Ⅰ条)《L. 2242 条・L. 22517条ないし L. 225126条・L.










定款は, 当該株式の発行後, 当該株式が L. 2258 条所定の要件のもとにおい
翻
訳
(22) par actions 	







L. 2272 条 (2009年１月22日オルドナンス第200980号第 7XIII 条) 簡易
株式発行会社は, 金融証券の公開買付手続を行うことはできず, または簡易株
式発行会社の株式について規制市場上での取引の許可手続を行うことはできな




L. 22721 条 (2014年10月１日施行の2014年５月30日オルドナンス第2014
559号第13条) Ⅰ.－
L. 2271 条および L. 2279 条の適用除外により, 簡易株式発行会社が通貨およ
び金融法典 L. 4112 条Ⅰ bis所定の買付を行うとき：
１号 L. 225122条ないし L. 225125条は適用されることができる；



















376(1090) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)








L. 2275 条 定款は, 会社が指揮される要件を定める｡
(1966年７月24日法律第66537号第2626 条)
(社長の権限)

















法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 377(1091)









































L. 22791 条 (2008年８月４日法律第2008776号第59Ⅰ条) ① 社員は,













R. 2271 条 (2009年２月25日デクレ第2009234号第５条) ① 会計監査役の
選任に関する L. 22791 条の適用については, 貸借対照表の合計は100万ユーロ
に, 税金を除く取引総額は200万ユーロに, 会計年度中に雇用された常勤の従業
員の平均人数は20名に定められる｡





④ L. 22791 条第４項所定の場合において, 会計監査役は, レフェレの形式に
より決定を下す商事裁判所長の命令により選任される｡
(利益相反取引)
L. 22710条 ① 《会計監査役 (2008年８月４日法律第2008776号第59Ⅰ
翻
訳




































380(1094) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
(24) 旧規定は, ５パーセントであった｡
(株式の譲渡禁止)








L. 22715条 定款条項に違反してなされた譲渡は, すべて無効である｡
(1966年７月24日法律第66537号第26216条)
(株式の強制譲渡)
L. 22716条 ① 定款はその定める要件のもとに, 社員が株式を譲渡する
義務を負わされうることを規定することができる｡














法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 381(1095)
(株式の譲渡価格の決定)

























382(1096) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
